「集団的自衛権の行使は当然」――安保法制懇が答申　　２００８・６・２４
「集団的自衛権行使は可能」と憲法解釈を変更するよう求めている。
理由　
　①集団的自衛権を憲法は禁じていない。
　②禁じたのは政府答弁。
　③国際環境の変化。
安倍前首相の諮問内容と答申理由　
　①公海上で並走中の米艦船が攻撃を受けた場合の自衛艦の応戦ーー日米同盟の効果的機能がいっそう重要だから集団的自衛権行使を認める必要がある。　
　②米国をねらった弾道ミサイルの迎撃ーー自衛隊が打ち落とさなければ、日米同盟を根幹から揺るがすことになるから認める。　　
　③海外派兵中に他国軍が攻撃を受けた際に駆けつけて反撃ーー憲法上禁止されていない　
　④米軍や多国籍軍への後方支援
設置者（安倍首相）は崩壊、それでもなぜ答申？
　明文改憲が当面不可能となった今、解釈改憲によって第九条を骨抜きにする狙い。
　「海外派兵一般法（恒久法）」づくりを後押し。
＊『安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会』　座長：柳井俊二元駐米大使。安倍前首相の私的諮問機関。
